平成○○年（ワ）第○○号　損害賠償請求事件
原　告　　○○　外○名
被　告　　株式会社ベネッセコーポレーション　外１名
第１準備書面
平成２７年○月○日
○○地方裁判所　　御中
　　　　　　　　　　　　　　　原告　　○　○　　○　○
原告○○（子）法定代理人　○　○　　○　○
第１　被告提出の平成○年○月○日付け準備書面１の求釈明に対する回答
　１　１項について

個人情報の保護に関する法律は，「個人の権利利益を保護することを目的」としており，同法が定める２０条，２１条及び２２条に基づく義務は，個人情報を保有，管理する事業者において，同法の趣旨から，民法上の不法行為（個人の権利利益の侵害）責任を基礎づける注意義務としても同様の義務を負う。

２　２項について

　　ベネッセが負うべき一般的な注意義務は訴状記載のとおりであるが，個人情報の安全に管理するための「必要かつ適切な措置」の具体的内容・ベネッセの行うべき具体的行為として，訴状記載の個人情報の流出原因である①アラートシステムの設定ミスや②書き出し制御の不徹底などのない個人情報の流出を防ぐための相当な措置を講じた内部規定の作成やシステムを構築し運用・管理を行うべきであった。また，常に本件データベース内の個人情報が流出していないか監視・監督を行い，本件データベースの中に複数の独自のダミーデータ（一見してダミーデータと分からない表示のもので住所・連絡先が有効なもの）を定期的にまた（複数箇所で管理している場合には）管理先ごとに異なるものを入れ，流通している名簿に当該データが含まれていないか，当該データの住所にＤＭや連絡先に営業の勧誘がないかなどをチェックし，流出した場合でも，すぐに流出の事実や流出元・時期を判明できるようにすべきであった（内部規定やシステム構築）。

３　３項について

「従業員の適切な監督」の具体的内容・ベネッセの行う具体的行為として，シンフォームに対して実際に委託を行い，シンフォームの担当者と直接接触する従業員に対し，個人情報の管理委託先に対して第４項のような指導・監督を行っているかを監督すべきである。
４　４項について

　　「同様の安全管理措置」の具体的内容とは，本書面２項で記載したとおりである。
これを「講じさせた上でこれを遵守させる」の具体的行為として，シンフォームに，訴状記載の個人情報の流出原因である①アラートシステムの設定ミスや②書き出し制御の不徹底などのない個人情報の流出を防ぐための相当な措置を講じた内部規定やシステムが構築されているかや，常に個人情報が流出していないか監視・監督を行い，流出した場合でも，すぐに流出の事実や流出元・時期を判明できるような内部規定やシステムになっているかを確認し（初回だけでなく運用や保守管理を委託している限り継続的に確認を行う），問題があるのであれば改善させるべきであった（なお，改善できない場合には委託してはならず，個人情報を回収した上で，自らで運用・保守管理を行うことになり，そのような委託先に委託した事自体が義務違反となる）。
５　５項
　　シンフォームの講じるべき「必要かつ適切な措置」は，第２項と同様である。
６　６項について

　　「同様の安全管理措置」の具体的内容とは，本書面５項のとおりである。

これを「講じさせた上でこれを遵守させる」の具体的行為として，業務委託先に対し，秘密保持契約を締結させ，本件データベースを扱う場合にはスマートフォンを含む一部外部メディアの持ち込みをさせないような体制になっているかを確認し（初回だけでなく運用や保守管理を委託している限り継続的に確認を行う），問題があるのであれば改善させるべきであった（なお，改善できない場合には委託してはならず，個人情報を回収した上で，自らで運用・保守管理を行うことになり，そのような委託先に委託した事自体が義務違反となる）。
なお，本件データシステムの運用や保守管理の根幹のシステム自体はシンフォームが作成・管理しているという前提での主張であり，事実が異なる場合には，ベネッセと同様に作成・管理先に対する監督責任になる。
７　７項について

　　民法７１５条１項の「被用者」とは，使用者と直接の雇用関係にある者のみをさすのではなく，実質的な指揮・監督関係にあれば良いので，松崎は（再）委託先の従業員であるが，実質的には個別の業務について，指示・命令を受け，シンフォームの監督下で，アクセス権限を付与されるなどして業務を行っており，使用者責任は認められる。
８　８項について

　　慰謝料の増額事由としての主張である。
第２　事実関係等について

　１　証拠の提出

　ベネッセ及びベネッセ・シンフォームの親会社ベネッセコーポレーション連名による「個人情報漏えい事故調査委員会による調査結果のお知らせ」を甲第１号証として提出する。被告らが，調査報告（公表版）について，その事実関係及びシステムに問題があったことについて（訴状では，問題点のうち（１）（２）のみを摘示しているが，（３）（４）についても），争うのであれば，争う箇所を明確にしていただきたい。なお，同「お知らせ」では，「本調査結果を真摯に受け止め」ということになっている。
　　２　求釈明

　　　　原告○○の性別及び同人と原告○○（子）との関係についても，情報を取得又は分析して判明し（紐付け等されて），流出した本件データベースに登録されていたか明らかにせよ
　　　　また，原告らは，松崎について，同人の本件データベースのアクセス権限としては同人が行う業務において必要な範囲を付与され，また個人が特定できない程度に個人情報の抽象化及び属性化を行ったデータを同人に使用させるだけでは同人の業務に支障が生じるものあったと認識しているが，それで間違いがないか明らかにせよ。
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